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Q仙台市域の土地の有効利用について
q仙台市の人口は仙台市将来人口推計によると平成32年をピークに減少基調に入ると推計されているところである。仙台市が用意した道路水道下水道など膨大なインフラ網の維持管理と有効利用が図られなければなりません。如何考えているのか。

q現在でも、郊外と都心に土地利用のアンバランスが現象として起きてきているところである。ご認識をお聞かせください。

q-1東西線の有効利用は大事なことではあるが、都心集中の結果さらにアンバランスが加速されるのではないかと危惧するところである。如何考えるか。

q-2対策を講じなければと考えるがご認識をお聞かせいただきたい。
q-1交通手段の確保も市域内で生活するためには必要なことで、バス路線も大事な都市インフラであると考えるがご認識をお聞かせください。
q-2対策をどう講じようとしているのかお聞かせください。

q宮城野総合運動公園の防災公園化計画の把握はされているのか、　厳しい課題があると聞いている。課題をどう認識しているのか、この計画はタイムリミットはあるのか、
qこの計画は市域内他地域にも影響が出てくることが予想される。仙台市が積極的に関与すべきと私も考えるが如何か、
q本市の都市計画でもあるという認識のもと市役所内に全庁的な組織を作り取り組むべきであると思うが現在如何なっているのか、

QⅠ市民の安心安全　
q仙台市長の責務は、市民の安心安全の確保である。そのためには不断の努力が必要であると考える。新年度予算を見ると、新しい試みが見えないようであるがご認識をお聞かせいただきたい。

q地域を守る防犯協会、交通安全協会等高齢化問題、後継者不足等持続可能性に課題が見えてきているところであるが対策を講じなくて良いのか考えを問う。

　会派の鈴木勇治議員の質問で環境局の解体事業につき報道のような問題が
無かったことは結構なことであったと思う。
しかしながら、仙台市内でも嘗ては、暴力団関連事件が多発していた事実がある。
所謂暴対法の整備と実効ある運用が大切。政令市では都道府県にある条例に
呼応するかのように条例を作っているようである。
q仙台市が持たないという理由は何か、内外に誤ったメッセージを送ることになる

可能性があると考える。如何考えるか、
q都道府県と大都市が一体となって水も漏らさぬ体制を作るため条例も考慮するべきでは
ないか。如何か。
q 広域の集客を目指す本市にとって仙台市民の安心安全の確保と同様に旅行客の
安全確保は責任であり使命でもある。他都市と並び条例化も視野にいれ

安心安全な都市仙台を具体的に内外にアピールすることを考えてはどうか
QⅡ新しい大都市像　
q市役所内　態勢準備　　横浜市など他都市は役所内で局部体制を作って取り組んでいる。本格的に取り組むべきではないか。
　　　　　議会では委員会を作って準備に入った。
q市役所外　県の理解　近隣自治体の理解と協力ならびに支援を頂くことが大事である。如何考えているのか。
q市役所内で検討会を作り、今後のあるべき姿について庁内の英知を集めて叩き台を作っておくことを考えるべき時期であると考えるが如何か。
○　2008年東北電力と財団法人東北開発研究センターとの共同での調査報告書「東北圏における政令指定都市の連携と交流に関する調査研究」では、大都市に関して興味深い分析がある。

特に、国内外の訪問者は政令市を見て近隣背後の地域、更にはブロック全体を
イメージすることが多いと指摘している。

q誠に同感であり、仙台市だけで無く近隣自治体始め、ひいてはブロック全体の支持を得ながらまちづくりをしてゆくことが求められることの証左であると思う。如何お考えになっているか。
qそれには、近隣自治体との信頼関係の構築と共同意識の醸成が必要である。

課題を共有し政策を理解し合い、共同で事業化してゆくことにより連帯感を養い成果を共有することも考えては如何か。

例えば、本市が推進するコンベンションシテイについて会派代表質疑で佐々木両道議員への答弁中、国内屈指のコンベンションシテイを目指すと答弁されている。
qこれまでの本市独自での進め方では、限界があるのではないか。エクスカーションなどアフターコンベンションは参加者の魅力となっていることに鑑み、近隣自治体との連携を図っては如何か。

QⅢ　総力を結集すること。
　施政方針要旨の中で、百万人の復興プロジェクトを始め防災環境都市の実現にはオール仙台の総合力が十二分に結集されて初めて達成できるものであることを高らかに表明されている。
議会はもとより、地域団体、NPO、事業者とのスクラムを組むことを述べられている。

q先ず仙台市役所内のスクラムを確かなものにしてゆくことが必要であると思うが、如何なっているのか、
q職員の士気を高めることに工夫の必要があるのではないかと考える。お考えをお聞かせいただきたい。

q本市には外郭団体が35団体ある。人材の宝庫であり、意欲に燃えて職員になった方々ばかりであると考える。経営陣に仙台市職員OBが多く在籍しているが、所謂プロパー職員の処遇はどうなっているのか、重用する配慮が必要と思うが先ず認識と現況を問う。

○外郭団体の経営状況について評価結果が報告されている。平成23年度決算版によると評価対象になった四団体何れも経営状況が著しく悪化しているとは言えないが、経営改善努力が必要との評価である。
q同じ外郭団体でも社団法人、財団法人、公益法人、株式会社等、形体と社会的役割は様々である。特に株式会社は利益を上げることが求められる。市幹部が経営陣を形成しているところであるが、並大抵ではない努力とキッチリと成果が求められる。如何考えているのか、
q外郭団体の性質上、出資金、出捐金、補助金そして委託料で運営されている。

これらの団体が、経営改善をするための道は職員が意欲を燃やし業務にその成果を出してゆくことではないか。外郭団体が仙台市行政の単なる下請け機関であっては行けないと考える。市民サービスの最前線にあることから、市民ニーズをよく知り、課題を把握し分析できる立場でもある。と考えるが如何か。
q　仙台市が市民ニーズを探り、課題を探り分析して新しい施策を立案し実施する一連の流れの早い時期から外郭団体が参加し一体感を持って市民サービスに当たることが必要である、如何考えるか。

q他都市そして民間でも人事交流をし活性化と市民ニーズの把握に真剣に取り組んでいる。人事交流を積極的に図るべきと思うが如何か。
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